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１
．
３
０
６
０
目
標

　
２
０
２
０
年
９
月
22
日
、
習
近
平
国
家
主
席

は
国
連
総
会
の
一
般
演
説
で
「
国
が
決
定
す

る
貢
献
」（N

D
C : N

ationally D
eterm

ined 

Contributions

）を
高
め
、２
０
３
０
年
ま
で

に
二
酸
化
炭
素（
Ｃ
Ｏ
２
）排
出
量
を
ピ
ー
ク
ア
ウ

ト
さ
せ
、
２
０
６
０
年
ま
で
に
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
の
実
現
に
努
め
る
と
の
目
標
（「
３
０
６

０
目
標
」）
を
発
表
し
た
。

　
Ｎ
Ｄ
Ｃ
と
は
１
３
年
11
月
の
気
候
変
動
枠
組

条
約
第
19
回
締
約
国
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
19
）
に
お

け
る
ワ
ル
シ
ャ
ワ
協
定
に
よ
り
、
全
て
の
国
が

２
０
年
以
降
の
削
減
目
標
へ
の
貢
献
案
を
作
成

す
る
こ
と
と
さ
れ
た
も
の
で
、
中
国
は
１
５
年

６
月
に
「
２
０
３
０
年
前
後
に
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量

を
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
さ
せ
る
。
ま
た
ピ
ー
ク
を
早

め
る
よ
う
最
善
の
取
り
組
み
を
行
う
。
２
０
３

０
年
に
単
位
Ｇ
Ｄ
Ｐ
当
た
り
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量

を
２
０
０
５
年
比
で
60

－

65
％
削
減
、
一
次
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
に
占
め
る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
約
20
％
に
、
森
林
蓄
積
量
を
２
０
０
５
年
比

で
45
億
立
方
㍍
増
加
」
等
の
内
容
を
条
約
事
務

局
へ
提
出
し
て
い
る（

（
（

。
そ
の
後
、
１
５
年
12
月

の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
で
「
パ
リ
協
定
」
が
採
択
さ
れ
、

平
均
気
温
上
昇
を
産
業
革
命
以
前
に
比
べ
２
℃

未
満
に
抑
え
、
１
・
５
℃
に
抑
え
る
努
力
を
追

求
す
る
こ
と
が
目
標
と
さ
れ
た
。
併
せ
て
各
国

は
２
０
年
ま
で
に
更
に
水
準
を
引
き
上
げ
た
Ｎ

Ｄ
Ｃ
を
提
出
す
る
こ
と
が
決
定
さ
れ
た
。

　
習
主
席
は
２
０
年
12
月
12
日
に
開
か
れ
た
国

連
気
候
変
動
枠
組
条
約
事
務
局
、
英
国
、
フ
ラ

ン
ス
共
催
の
気
候
野
心
サ
ミ
ッ
ト
で
、
さ
ら
に

３
０
年
ま
で
に
単
位
Ｇ
Ｄ
Ｐ
当
た
り
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
を
０
５
年
比
で
65
％
以
上
削
減
、
一
次

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
に
占
め
る
非
化
石
エ
ネ
ル

ギ
ー
を
約
25
％
に
、
森
林
蓄
積
量
を
０
５
年
比

で
60
億
立
方
㍍
増
加
、
風
力
発
電
と
太
陽
光
発

電
の
総
設
備
容
量
を
12
億
㌗
以
上
と
す
る
こ
と

を
表
明
し
た
。
そ
し
て
２
１
年
４
月
22
日
、
米

国
主
催
の
気
候
サ
ミ
ッ
ト
で
習
主
席
は
石
炭
火

力
発
電
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
及
び
「
第
14
次
5
カ
年

規
画
」
期
間
中
（
２
１

－

２
５
年
）
の
石
炭
消

費
の
伸
び
を
厳
し
く
管
理
し
、「
第
15
次
5
カ
年

規
画
」
期
間
中
（
２
６

－

３
０
年
）
は
徐
々
に

減
少
さ
せ
る
こ
と
、「『
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定

書
』
キ
ガ
リ
改
正（

（
（

」
を
受
諾
し
非
Ｃ
Ｏ
２
温
室

効
果
ガ
ス
の
管
理
を
強
化
す
る
こ
と
、
全
国
の

中
国
の
気
候
変
動

�

「
3
0
6
0
目
標
」
の
背
景
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炭
素
市
場
オ
ン
ラ
イ
ン
取
引
を
開
始
す
る
こ
と

を
表
明
し
た
。

　
今
後
、
中
国
は
習
主
席
が
国
際
的
に
表
明
し

た
3
回
の
発
言
を
踏
ま
え
て
新
し
い
Ｎ
Ｄ
Ｃ
を

提
出
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

２
．
３
０
６
０
目
標
設
定
に
向
け
た
研
究

　
中
国
の
著
名
な
環
境
官
僚
と
い
え
ば
、
１
９

７
２
年
に
ス
ト
ッ
ク
ホ
ル
ム
で
開
催
さ
れ
た
国

連
人
間
環
境
会
議
に
政
府
代
表
団
の
一
員
と
し

て
参
加
、
初
代
環
境
保
護
局
長
（
現
在
の
生
態

環
境
部
長
）
を
務
め
た
曲
格
平
氏
（
１
９
３
０

年
出
生
）、
そ
し
て
曲
氏
の
下
で
副
局
長
を
務

め
、
2
代
目
の
環
境
保
護
局
長
を
引
き
継
ぎ
、

２
０
０
６

－

１
５
年
に
は
国
家
発
展
改
革
委
員

会
副
主
任
（
大
臣
級
）
と
し
て
気
候
変
動
対
策

に
取
り
組
み
、
70
歳
を
超
え
る
現
在
も
気
候
変

動
事
務
特
使
で
あ
る
解
振
華
氏
（
１
９
４
９
年

出
生
）
の
2
名
の
名
が
挙
が
る
で
あ
ろ
う
。

　
１
７
年
、
解
氏
（
当
時
は
全
国
政
協
人
口
資

源
環
境
委
員
会
副
主
任
）
は
長
年
の
環
境
分
野

で
の
功
績
に
よ
り
香
港
嘉
華
集
団
の
呂
志
和
奨

を
受
賞
し
、
奨
金
２
０
０
０
万
香
港
㌦
（
約

2
・
8
億
円
）
を
受
け
取
る
と
、
全
額
を
母
校

の
清
華
大
学
教
育
基
金
会
へ
寄
付
し
「
グ
ロ
ー

バ
ル
グ
リ
ー
ン
発
展
・
気
候
変
化
専
門
基
金
」

を
設
立
し
た
。
こ
れ
に
対
し
清
華
大
学
は
「
気

候
変
化
・
持
続
可
能
発
展
研
究
院
」
を
設
立
、

解
氏
を
院
長
と
し
て
迎
え
入
れ
た
。
今
般
の
３

０
６
０
目
標
の
設
定
に
は
、
こ
の
解
氏
と
清
華

大
学
の
気
候
変
化
・
持
続
可
能
発
展
研
究
院
が

大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。

　
１
９
年
初
め
か
ら
２
０
年
６
月
に
か
け
て
清

華
大
学
気
候
変
化
・
持
続
可
能
発
展
研
究
院
は

10
数
カ
所
の
研
究
機
関
と
協
力
し
、「
グ
ロ
ー
バ

ル
グ
リ
ー
ン
発
展
・
気
候
変
化
専
門
基
金
」及
び

エ
ネ
ル
ギ
ー
基
金
会（EF : Energy Foundat-

ion

）
の
資
金
協
力
（
約
２
５
０
万
米
㌦
）
の

下
、
18
課
題
か
ら
な
る
「
中
国
長
期
低
炭
素
発

展
戦
略
及
び
転
換
ル
ー
ト
研
究
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
を
実
施
し
た
。　

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
と
し
て

各
部
門
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
と
Ｃ
Ｏ
２
排
出
部

門
モ
デ
ル
の
シ
ナ
リ
オ
分
析
と
技
術
評
価
を
、

ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
と
し
て
複
数
の
マ
ク
ロ
モ
デ
ル

の
計
算
と
政
策
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
し
、

両
者
の
研
究
成
果
を
整
合
的
に
結
合
し
た
。
研

究
で
は
4
つ
の
シ
ナ
リ
オ
と
し
て
、
⑴
中
国
の

Ｎ
Ｄ
Ｃ
目
標
、
行
動
計
画
、
関
連
政
策
を
行
う

現
状
延
長
の
「
政
策
シ
ナ
リ
オ
」、
⑵
政
策
シ
ナ

リ
オ
よ
り
一
段
と
単
位
Ｇ
Ｄ
Ｐ
当
た
り
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
及
び
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
抑
制
し
、

非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
比
率
を
高
め
、
各
国

が
Ｎ
Ｄ
Ｃ
目
標
を
強
化
、
更
新
す
る
行
動
に
対

応
す
る
「
強
化
政
策
シ
ナ
リ
オ
」、
⑶
地
球
の
平

均
気
温
上
昇
を
2
℃
に
抑
制
す
る
「
2
℃
目
標

シ
ナ
リ
オ
」、
⑷
同
様
に
1
・
5
℃
に
抑
制
す
る

「
1
・
5
℃
目
標
シ
ナ
リ
オ
」
の
4
つ
を
設
定
し

た
。
ま
た
各
シ
ナ
リ
オ
の
実
現
の
た
め
に
必
要

な
技
術
、
資
金
、
政
策
、
社
会
経
済
影
響
等
も

評
価
、
分
析
し
て
い
る
。

　
研
究
結
果
の
一
部
を
紹
介
す
る
と
、
電
力
に

つ
い
て
は
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
が
最
も
少
な
く
な
る

シ
ナ
リ
オ
ほ
ど
工
業
部
門
等
の
電
化
が
進
む
と

想
定
し
、
1
・
5
℃
目
標
シ
ナ
リ
オ
で
の
５
０

年
に
お
け
る
発
電
設
備
の
設
備
容
量
は
６
２
８

４
ギ
ガ
ワ
ッ
ト

、
う
ち
約
81
％
の
５
１
０
０
ギ
ガ
ワ
ッ
ト

の
電
力
を

風
力
と
太
陽
光
で
賄
う
と
し
て
い
る
。
２
０
年

と
比
較
す
る
と
設
備
容
量
は
約
3
倍
、
風
力
と

太
陽
光
の
発
電
量
は
約
12
倍
の
増
加
と
な
る
。

こ
れ
ら
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
た
め
の
イ
ン
フ
ラ

設
備
投
資
は
２
０

－

５
０
年
で
１
３
８
兆
元

（
約
２
３
０
０
兆
円
）、
工
業
、
建
築
、
交
通
も

加
え
た
投
資
は
１
７
４
兆
元
（
約
３
０
０
０
兆

円
）
を
要
す
る
と
推
計
し
て
い
る
。

　
こ
の
よ
う
な
取
り
組
み
を
進
め
た
結
果
、
1
・

5
℃
シ
ナ
リ
オ
で
は
Ｃ
Ｏ
２
及
び
（
Ｃ
Ｏ
２
以
外

の
メ
タ
ン
等
も
含
む
）
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出

そめの・けんじ
1991年環境庁入庁。在中国日本大使館一等書記官、東京財団研究員、環境
省中国環境情報分析官等を経て現職。著書に『新版5分野から読み解く現
代中国-歴史・政治・経済・社会・外交』（共著 晃洋書房、2016年）、『The 
Economics of Waste Management in East Asia』（共著 Routledge、2016
年）、『日本環境問題：改善与経験』（共著 社会科学文献出版社、2017年）など。
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中国の気候変動「3060目標」の背景

量
は
５
０
年
に
そ
れ
ぞ
れ

0・6
億
㌧

－

Ｃ
Ｏ
２
、

13
・
3
億
㌧

－

Ｃ
Ｏ
２
と

な
る
。
こ
れ
は
５
０
年
時

点
で
す
で
に
Ｃ
Ｏ
２
排
出

量
を
ほ
ぼ
ゼ
ロ
と
し
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

の
目
標
年
次
で
あ
る
６
０

年
ま
で
の
10
年
間
で
そ
の

他
の
温
室
効
果
ガ
ス
に
つ

い
て
も
大
幅
に
削
減
を
す

る
ル
ー
ト
を
想
定
し
て
い

る（
（
（

。
　
２
０
年
10
月
下
旬
に

Bloom
berg

よ
り
取
材

を
受
け
た
解
氏
は
「
私
た

ち
は
関
連
す
る
指
導
者
や

部
門
に
政
策
提
案
を
し
ま

し
た
」、「
私
た
ち
の
提
案

は
あ
る
程
度
の
影
響
を
与

え
た
よ
う
で
す
」
と
控
え

め
に
述
べ
て
い
る（

（
（

。

３
．
３
０
６
０
目
標
達
成

　
　

に
向
け
た
指
示

　
中
国
国
内
で
は
３
０
６

０
目
標
達
成
に
向
け
共
産

表 （　現状及び（050年の各シナリオにおける発電設備構成（設備容量） （単位：ギガ
ワット）

出所：�項目総合報告編写組（清華大学気候変化・持続可能発展研究院）「《中国長期低炭素発展戦略与転型路経研究》総合報告」中国人口・資源与

環境�Vol.30,�No.11（2020），清華大学気候変化・持続可能発展研究院「中国長期低炭素発展戦略与転型路経研究総合報告」中国環境出版集

団（2021）より作成。（－はデータの掲載がなく不明）。

現状（2020 年） 政策シナリオ 強化政策シナリオ 2℃目標シナリオ 1.5℃目標シナリオ
石炭火力 1,100 773 583 123 32
石炭火力＋CCS 0 0 0 68 149
天然ガス 110 200 200 200 200
原子力 53 280 327 327 327
水　力 380 410 412 414 416
風　力 210 1,063 1,387 2,312 2,740
　
（内数）

陸上
　　　　 洋上

205 ー 1,315 2,221 ー
5 ー 72 91 ー

太陽光 215 893 1,380 2,205 2,367
　
（内数）

集中型
　　　　 分散型

164 ー 934 1,518 ー
51 ー 446 686 ー

バイオマス 18 0 2 6 5
バイオマス＋CCS 0 0 0 32 48
総　計 2,086 3,619 4,289 5,686 6,284

2℃目標シナリオ 1.5℃目標シナリオ
2020 2030 2050 2020 2030 2050

エネルギー消費 CO2 排出量 100.3 104.6 29.2 100.3 103.1 14.7
　　　　 工　業
　　　　 建　築
　（内数）交　通
　　　　 電　力
　　　　 その他

37.7 41.5 11.9 37.7 − 4.6
10 8.8 3.1 10 − 0.8
9.9 10.9 5.5 9.9 − 1.7
40.6 39.5 8.3 40.6 − 7.2
2.1 3.8 0.4 2.1 − 0.4

工業プロセス CO2 排出量 13.2 9.4 4.7 13.2 8.8 2.5
非 CO2 温室効果ガス排出量 24.4 27.8 17.6 24.4 26.5 12.7
農林業 CO2 貯留量 −5.8　 −6.1 −7　 −7.2　 −9.1　 -7.8
CCS/BECCS 貯留量 0 0 −5.1　 0 −0.3　 -8.8
総計（CO2） 107.7 107.9 21.8 106.3 102.5 0.6
総計（温室効果ガス） 132.1 135.7 39.4 130.7 129 13.3

表 （　（℃目標及び（.5℃目標シナリオにおける温室効果ガス排出量 （単位：億㌧-CO2）

出所：�清華大学気候変化・持続可能発展研究院「中国長期低炭素発展戦略与転型路経研究総合報告」中国環境出版集団（2021）より作成。

　　　（－はデータの掲載がなく不明）。
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党
の
指
導
の
下
、
全
人
代
、
国
務
院
（
内
閣
）

の
会
議
や
通
達
を
通
じ
て
任
務
が
指
示
さ
れ
て

い
る
。
以
下
、
主
な
指
示
を
列
挙
す
る
。

　
２
０
２
０
年
10
月
に
開
催
さ
れ
た
中
国
共
産

党
第
19
期
中
央
委
員
会
第
5
次
全
体
会
議
（
5

中
全
会
）
で
の
審
議
を
経
て
同
年
11
月
3
日
、

中
国
共
産
党
は
「
国
民
経
済
及
び
社
会
発
展
の

第
14
次
5
カ
年
規
画
と
２
０
３
５
年
遠
景
目
標

の
建
議
」
を
公
表
し
た
。
建
議
で
は
「
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
強
度
を
減
ら
し
、
条
件
が
許
す
地
方

が
率
先
し
て
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
ピ
ー
ク
に
到
達

す
る
こ
と
を
支
援
し
、
２
０
３
０
年
ま
で
に
Ｃ

Ｏ
２
排
出
量
を
ピ
ー
ク
に
す
る
た
め
の
行
動
計

画
を
策
定
す
る
」、「
炭
素
排
出
権
の
市
場
化
取

引
を
推
進
す
る
」、「
気
候
変
動
対
応
な
ど
の
生

態
環
境
保
護
に
関
す
る
国
際
協
力
に
積
極
的
に

参
加
、
主
導
す
る
」
と
し
て
い
る
。

　
２
０
年
12
月
16

－

18
日
、
北
京
で
開
催
さ
れ

た
中
央
経
済
工
作
会
議
（
毎
年
一
回
、
中
国
共

産
党
及
び
国
務
院
に
よ
る
経
済
政
策
の
基
本
方

針
を
決
め
る
重
要
会
議
）
で
の
習
主
席
の
重
要

講
話
で
は
、
２
１
年
の
八
大
重
点
任
務
の
一
つ

と
し
て
３
０
６
０
目
標
に
関
す
る
活
動
が
入
っ

た
。
具
体
的
に
は
３
０
年
ま
で
の
ピ
ー
ク
ア
ウ

ト
行
動
計
画
の
策
定
、
条
件
の
整
う
地
方
が
率

先
し
て
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
す
る
こ
と
、
産
業
構
造

及
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
造
調
整
を
進
め
て
石
炭
消

費
の
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
を
早
め
る
こ
と
、
新
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
発
展
に
尽
力
す
る
こ
と
、
全
国
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
使
用
権
、
炭
素
排
出
権
取
引
市
場
の

建
設
を
急
ぐ
こ
と
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
双
控

制
度
（
消
費
量
の
削
減
、
消
費
効
率
の
向
上
）

の
整
備
、
汚
染
防
止
対
策
と
炭
素
排
出
削
減
の

コ
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
の
取
り
組
み
の
継
続
、
大
規

模
な
国
土
緑
化
行
動
の
展
開
を
挙
げ
て
い
る
。

　
２
１
年
２
月
22
日
、
国
務
院
は
「
グ
リ
ー
ン
、

低
炭
素
、
循
環
発
展
経
済
シ
ス
テ
ム
の
健
全
な

建
設
を
加
速
す
る
こ
と
に
関
す
る
指
導
意
見
」

を
発
布
し
た
。
意
見
は
8
章
か
ら
成
り
、
目
標

と
し
て
２
５
年
ま
で
に
Ｃ
Ｏ
２
排
出
強
度
を
大

幅
に
削
減
、
３
５
年
ま
で
に
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の

ピ
ー
ク
に
達
し
た
後
、
着
実
に
減
少
す
る
こ
と

を
掲
げ
、
そ
の
た
め
に
国
務
院
各
部
門
が
取
り

組
む
施
策
を
網
羅
的
に
挙
げ
て
い
る
。

　
２
１
年
３
月
12
日
、
全
人
代
は
「
国
民
経
済

及
び
社
会
発
展
第
14
次
5
カ
年
規
画
と
２
０
３

５
年
ま
で
の
長
期
目
標
綱
要
」
を
承
認
し
た
。

３
０
６
０
目
標
の
う
ち
３
０
年
ま
で
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
は
第
14
次
5
カ
年
と

第
15
次
5
カ
年
の
2
つ
の
規
画
に
跨
が
る
。
こ

の
た
め
２
５
年
ま
で
の
目
標
と
し
て
単
位
Ｇ
Ｄ

Ｐ
当
た
り
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
18
％
削
減
す
る

（
２
０
年
比
）
こ
と
が
掲
げ
ら
れ
た
。
同
様
に
一

次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
に
占
め
る
非
化
石
エ
ネ
ル

ギ
ー
も
３
０
年
の
約
25
％
に
向
け
て
、
２
５
年

に
約
20
％
と
す
る
目
標
を
設
定
し
た
。
ま
た
、

中
央
経
済
工
作
会
議
で
の
指
示
内
容
に
加
え
、

Ｃ
Ｏ
２
以
外
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
抑
制
の
強

化
、
気
候
変
動
適
応
能
力
の
向
上
、
気
候
変
動

に
関
す
る
南
南
協
力
の
積
極
的
展
開
、
特
に
「
一

帯
一
路
」
に
関
連
し
て
グ
リ
ー
ン
シ
ル
ク
ロ
ー

ド
の
建
設
推
進
等
を
挙
げ
て
い
る
。

　
２
１
年
５
月
26
日
に
は
「
カ
ー
ボ
ン
ピ
ー
ク

ア
ウ
ト
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
工
作
領
導

小
組
」
第
一
回
全
体
会
議
が
北
京
で
開
催
さ
れ

た
。
韓
正
国
務
院
副
総
理
の
ほ
か
、
劉
鶴
副
総

理
、
王
勇
国
務
委
員
、
王
毅
国
務
委
員
兼
外
交

部
部
長
、
何
立
峰
発
展
改
革
委
員
会
主
任
、
各

部
部
長
や
解
氏
が
出
席
し
た
。　

４
．
３
０
６
０
目
標
公
表
に
向
け
た
思
料

⑴
鼎
を
立
て
る
三
本
の
足

　
中
国
が
気
候
変
動
目
標
を
国
際
的
な
場
で
発

信
し
た
の
は
、
今
回
が
初
め
て
で
は
な
い
。

　
２
０
０
９
年
に
は
胡
錦
濤
国
家
主
席
（
当
時
）

と
米
国
の
バ
ラ
ク
・
オ
バ
マ
大
統
領
（
当
時
）

が
気
候
変
動
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
環
境
分
野
の

協
力
覚
書
を
経
て
、
中
国
は
「
２
０
２
０
年
ま
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中国の気候変動「3060目標」の背景

で
に
全
国
の
単
位
Ｇ
Ｄ
Ｐ
当
た
り
の
Ｃ
Ｏ
２
排

出
量
を
２
０
０
５
年
比
で
40

－

45
％
減
少
さ
せ

る
」
こ
と
を
公
表
し
た（

5
（

。

　
１
４
年
に
は
習
主
席
と
オ
バ
マ
大
統
領
が

「
米
中
気
候
変
動
共
同
声
明
」
を
発
表
し
、
中
国

は
「
２
０
３
０
年
前
後
に
二
酸
化
炭
素
排
出
量

を
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
す
る
こ
と
と
し
、
で
き
る
限

り
早
く
に
達
成
す
る
よ
う
努
力
す
る
こ
と
、
ま

た
２
０
３
０
年
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
占
め
る

非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
割
合
を
約
20
％
に
高
め

る
こ
と
」
を
公
表
し
た
。
併
せ
て
米
中
気
候
変

動
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
及
び
米
中
ク
リ
ー
ン

エ
ネ
ル
ギ
ー
研
究
セ
ン
タ
ー
を
設
け
て
、
新
エ

ネ
ル
ギ
ー
、
自
動
車
、
Ｃ
Ｏ
２
回
収
・
有
効
利

用
・
貯
留
（
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
）
や
低
炭
素
都
市
交
流

等
の
協
力
を
行
う
こ
と
も
一
致
し
た
。

　
こ
れ
ら
2
回
の
発
表
の
背
景
に
は
米
中
協
調

の
姿
勢
が
あ
り
、
特
に
中
国
か
ら
の
視
点
で
は

米
国
と
対
等
の
関
係
を
示
す
機
会
で
も
あ
っ
た
。

し
か
し
、
２
０
年
９
月
時
点
の
米
中
関
係
は
緊

張
激
化
の
一
途
を
た
ど
り
、
ま
た
米
国
は
パ
リ

協
定
か
ら
離
脱
を
明
言
（
１
９
年
11
月
4
日
に

離
脱
通
告
、
一
年
後
に
離
脱
完
了
）
し
て
お
り

気
候
変
動
分
野
で
の
協
調
の
余
地
も
無
か
っ
た
。

他
方
、
同
年
11
月
に
は
米
国
大
統
領
選
挙
を
控

え
、
民
主
党
候
補
者
の
ジ
ョ
ー
・
バ
イ
デ
ン
氏

が
大
統
領
に
な
っ
た
場
合
に
は
ト
ラ
ン
プ
政
権

に
よ
る
内
外
政
策
の
「
リ
セ
ッ
ト
」
の
可
能
性
、

特
に
気
候
変
動
に
つ
い
て
は
パ
リ
協
定
へ
復
帰

す
る
こ
と
が
確
実
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
情

勢
で
の
中
国
の
目
標
発
表
は
、
責
任
あ
る
大
国

の
姿
勢
と
し
て
米
国
と
の
差
異
を
ア
ピ
ー
ル
し
、

仮
に
政
権
が
交
代
し
た
場
合
に
は
米
国
と
の
協

調
可
能
性
を
示
す
メ
リ
ッ
ト
が
あ
っ
た
。

　
そ
も
そ
も
２
０
年
に
各
国
は
新
し
い
Ｎ
Ｄ
Ｃ

を
通
報
し
、
同
年
11
月
に
英
国
グ
ラ
ス
ゴ
ー
で

開
催
さ
れ
る
Ｃ
Ｏ
Ｐ
26
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
２
１
年
に
延
期
）
で

議
論
を
行
う
予
定
が
あ
り
、
前
述
の
と
お
り
中

国
国
内
で
も
新
し
い
目
標
設
定
に
向
け
た
研
究

が
行
わ
れ
て
い
た
。
ま
た
、
今
年
は
国
家
の
「
奮

闘
目
標
」
の
「
2
つ
の
１
０
０
年
」
の
第
1
目

標
で
あ
る
２
１
年
頃
の
全
面
的
小
康
社
会
の
建

設
を
終
え
第
2
目
標
で
あ
る
４
９
年
頃
に
向
け

た
ス
タ
ー
ト
を
切
る
タ
イ
ミ
ン
グ
で
あ
り
、
5

中
全
会
で
も
第
1
段
階
と
し
て
２
０

－

３
５
年

に
「
社
会
主
義
現
代
化
」
を
基
本
的
に
実
現
し
、

第
2
段
階
と
し
て
５
０
年
に
「
富
強
、
民
主
、

文
明
、
和
諧
の
美
し
い
社
会
主
義
現
代
化
強
国
」

を
建
設
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
３
０
６
０
目

標
は
こ
の
社
会
主
義
現
代
化
強
国
を
体
現
す
る

も
の
と
説
明
さ
れ
て
い
る（

（
（

。

　
２
０
年
９
月
は
外
交
、
科
学
、
政
治
の
三
本

の
足
が
揃
い
、
鼎
を
立
て
る
絶
好
の
タ
イ
ミ
ン

グ
と
考
え
ら
れ
た
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

⑵
二
段
構
え
の
防
御
策

　
中
国
に
は
あ
る
懸
念
か
ら
気
候
変
動
へ
の
積

極
姿
勢
を
示
す
必
要
性
も
存
在
し
て
い
た
。

　
２
１
年
４
月
16
日
に
習
主
席
は
フ
ラ
ン
ス
の

エ
マ
ニ
ュ
エ
ル
・
マ
ク
ロ
ン
大
統
領
、
ド
イ
ツ

の
ア
ン
ゲ
ラ
・
メ
ル
ケ
ル
首
相
と
オ
ン
ラ
イ
ン

会
談
を
行
っ
た
。
習
主
席
は
３
０
６
０
目
標
を

ア
ピ
ー
ル
す
る
一
方
、
気
候
変
動
問
題
を
貿
易

障
壁
の
言
い
訳
に
す
べ
き
で
な
い
と
発
言
し
た

と
伝
え
ら
れ
る
。
続
い
て
22
日
に
開
催
さ
れ
た

前
述
の
気
候
サ
ミ
ッ
ト
で
も
習
主
席
は
グ
リ
ー

ン
貿
易
障
壁
の
設
定
を
回
避
す
る
こ
と
に
言
及

し
た
。
習
主
席
自
ら
が
言
及
す
る
こ
と
か
ら
、

Ｅ
Ｕ
、
米
国
が
検
討
す
る
炭
素
国
境
調
整
措
置

（CBA
M

 : Carbon Border A
djust-m

ent 

M
echanism

）（
（
（

に
対
し
て
中
国
が
強
い
警
戒
心

を
示
し
て
い
る
こ
と
が
伺
え
る
。

　
C
B
A
M
に
つ
い
て
、
中
国
は
貿
易
障
壁
で

あ
り
（
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
3
条
の
）
共
通

だ
が
差
異
あ
る
責
任
及
び
応
能
負
担
原
則
に
違

反
し
て
い
る
と
し
て
否
定
的
で
あ
る（

（
（

。
ま
た
、

国
内
有
識
者
で
は
前
中
国
人
民
銀
行
総
裁
の
周
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小
川
中
国
金
融
学
会
会
長
が
Ｃ
Ｂ
Ａ
Ｍ
の
気
候

変
動
対
策
と
し
て
の
合
理
性
は
認
め
た
上
で
、

保
護
貿
易
主
義
、
貿
易
戦
争
に
つ
な
が
り
や
す

く
グ
ロ
ー
バ
ル
な
自
由
貿
易
シ
ス
テ
ム
に
影
響

を
与
え
る
こ
と
、
Ｃ
Ｂ
Ａ
Ｍ
の
目
的
が
実
際
に

は
財
政
資
金
不
足
へ
の
対
策
で
あ
る
と
い
う
不

合
理
性
も
含
む
こ
と
を
指
摘
し
、
仮
に
Ｃ
Ｂ
Ａ

Ｍ
を
課
す
場
合
は
収
入
全
額
を
途
上
国
の
気
候

変
動
対
策
へ
提
供
す
べ
き
と
述
べ
て
い
る（

（
（

。

　
さ
ら
に
、
中
国
は
Ｅ
Ｕ
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
取

引
制
度
を
参
考
に
自
国
の
排
出
量
取
引
制
度
を

創
設
し
、
炭
素
の
価
格
付
け
（
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ

イ
シ
ン
グ
）
を
行
う
こ
と
で
仮
に
Ｃ
Ｂ
Ａ
Ｍ
が

実
施
さ
れ
て
も
中
国
は
対
象
外
と
な
る
二
段
構

え
の
防
御
策
も
講
じ
て
い
る
よ
う
に
思
え
る
。

　
中
国
は
１
３
年
よ
り
排
出
量
取
引
制
度
を
北

京
、
天
津
、
上
海
、
深
圳
、
広
東
、
湖
北
及
び

重
慶
の
7
省
市
で
パ
イ
ロ
ッ
ト
制
度
を
開
始
し

た
。
今
般
の
３
０
６
０
目
標
で
全
国
の
排
出
権

取
引
市
場
の
創
設
も
加
速
化
し
、
２
０
年
12
月

に
生
態
環
境
部
が
「
炭
素
排
出
権
取
引
管
理
弁

法
（
試
行
）」
を
公
布
、
２
１
年
２
月
に
施
行
さ

れ
た
。
弁
法
に
基
づ
き
同
年
５
月
に
は
「
炭
素

排
出
権
登
記
管
理
規
則
（
試
行
）」、「
炭
素
排
出

権
取
引
管
理
規
則
（
試
行
）」、「
炭
素
排
出
権
決

算
管
理
規
則
（
試
行
）」
が
公
布
、
施
行
さ
れ
、

当
面
は
湖
北
及
び
上
海
の
排
出
権
取
引
所
が
そ

れ
ぞ
れ
登
記
、
取
引
の
機
関
と
し
て
指
定
さ
れ

た
。
そ
し
て
同
年
７
月
16
日
よ
り
、
ま
ず
は
中

国
に
お
け
る
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
4
割
以
上
を
占

め
る
電
力
企
業
２
２
２
５
社
を
対
象
に
全
国
規

模
の
排
出
量
取
引
が
開
始
さ
れ
た
。
な
お
、
同

年
３
月
に
は
生
態
環
境
部
が
起
草
し
た
「
炭
素

排
出
権
取
引
管
理
暫
定
条
例
」
が
国
務
院
よ
り

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
さ
れ
て
お
り
、
排
出

量
取
引
に
関
す
る
法
律
及
び
組
織
体
系
の
整
備

が
更
に
進
む
で
あ
ろ
う
。

５
．
よ
り
野
心
的
な
目
標
設
定
の
可
能
性

　
中
国
の
気
候
変
動
目
標
は
国
際
的
な
場
で
発

信
さ
れ
、
そ
の
内
容
が
五
カ
年
規
画
と
し
て
全

人
代
で
批
准
さ
れ
法
的
拘
束
力
を
持
た
せ
る
と

い
う
形
が
続
い
て
い
る
。
２
０
０
９
年
の
発
表

は
12
次
5
カ
年
規
画
、
１
４
年
の
発
表
は
13
次

5
カ
年
規
画
、
そ
し
て
今
般
の
３
０
６
０
目
標

は
14
次
5
カ
年
規
画
に
規
定
さ
れ
た
。

　
３
０
６
０
目
標
に
つ
い
て
は
３
０
年
ま
で
10

年
間
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
増
加
が
続
く
こ

と
、
多
く
の
国
々
が
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

の
目
標
年
次
を
５
０
年
に
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

よ
り
野
心
的
な
目
標
に
引
き
上
げ
る
よ
う
中
国

に
求
め
る
声
が
あ
る
。

　
２
１
年
４
月
22
日
の
気
候
サ
ミ
ッ
ト
の
直
前
、

４
月
14

－

17
日
に
ジ
ョ
ン
・
ケ
リ
ー
米
大
統
領

特
使
（
気
候
変
動
問
題
担
当
）
が
訪
中
、
上
海

に
て
解
氏
ら
と
15
、
16
日
の
両
日
に
会
談
を
行

い
、
17
日
に
は
気
候
変
動
に
関
す
る
共
同
声
明

を
発
表
し
た
。

　
１
４
年
の
「
米
中
気
候
変
動
共
同
声
明
」
の

起
草
を
行
っ
た
の
も
ケ
リ
ー
氏
（
当
時
は
国
務

長
官
）
と
解
氏
（
当
時
は
国
家
発
展
改
革
委
員

会
副
主
任
）
で
あ
っ
た
。
今
回
、
ケ
リ
ー
氏
は

前
回
と
同
様
に
解
氏
と
の
会
談
を
通
じ
て
中
国

が
よ
り
野
心
的
な
目
標
を
表
明
す
る
こ
と
を
期

待
し
た
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
結
果
的
に
新
規

性
が
あ
っ
た
の
は
「『
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定

書
』
キ
ガ
リ
改
正
」
を
受
諾
す
る
と
し
た
こ
と

に
留
ま
っ
た
。

　
中
国
も
科
学
的
根
拠
を
持
っ
て
策
定
し
た
目

標
を
政
治
外
交
的
な
ロ
ジ
ッ
ク
で
簡
単
に
動
か

せ
る
も
の
で
は
な
い
。
１
４
年
の
目
標
設
定
の

際
も
、
解
氏
は
「（
研
究
を
行
っ
て
き
た
多
く
の

機
関
を
列
挙
、
専
門
家
の
役
割
を
評
価
し
た
上

で
）
中
国
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
ピ
ー
ク
の
問
題

に
つ
い
て
、
私
た
ち
は
す
で
に
2
年
近
く
の
実

証
と
試
算
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
こ
の
目
標
の

最
終
決
定
は
頭
を
軽
く
叩
い
た
ら
出
て
く
る
よ

う
な
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
」
と
述
べ
て
い
る
。
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中国の気候変動「3060目標」の背景

　
加
え
て
バ
イ
デ
ン

政
権
と
な
っ
て
か
ら

も
引
き
続
き
米
中
関

係
は
冷
え
込
ん
で
お

り
、
気
候
変
動
分
野

だ
け
を
切
り
離
し
て

中
国
が
譲
歩
す
る
よ

う
な
姿
勢
は
国
内
外

に
対
し
て
見
せ
ら
れ

な
い
。
２
０
年
12
月

の
気
候
野
心
サ
ミ
ッ

ト
で
習
主
席
は
自
国

の
目
標
だ
け
で
な

く
、
先
進
国
は
途
上

国
へ
向
け
て
資
金
、

技
術
、
キ
ャ
パ
シ

テ
ィ
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ

の
支
援
を
増
や
す
べ

き
と
い
う
注
文
を
つ

け
た
。
１
４
年
の
米

国
と
の
共
同
声
明
の

よ
う
な
中
国
に
対
す

る
協
力
や
途
上
国
へ

の
支
援
で
も
引
き
出

せ
な
い
限
り
、
現
在

の
中
国
が
米
国
の
意

向
に
左
右
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
で
あ
ろ
う
。

　
ま
た
、
前
述
の
「
中
国
長
期
低
炭
素
発
展
戦

略
及
び
転
換
ル
ー
ト
研
究
」
に
Ｅ
Ｆ
が
資
金
提

供
を
し
て
い
た
こ
と
を
紹
介
し
た
が
、
０
９
年

の
目
標
設
定
時
の
研
究
も
Ｅ
Ｆ
、
世
界
自
然
保

護
基
金
（W

W
F : W

orld W
ildlife Fund

）

等
が
資
金
提
供
を
行
っ
て
い
る
。こ
の
他
、世
界

資
源
研
究
所（W

R
I : The W

orld R
esources 

Institute

）、
自
然
資
源
防
衛
協
議
会
（N

R
D
C 

: N
atural R

esources D
efense Council

）

や
環
境
防
衛
基
金
（Ｅ

Ｄ
Ｆ

 : Environm
ental 

D
efense Fund

）
等
の
国
際
Ｎ
Ｇ
Ｏ
は
中
国
本

土
で
国
内
外
の
専
門
家
が
交
流
し
、
中
国
の
石

炭
火
力
発
電
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
研
究
、

政
策
提
言
を
行
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の

中
国
代
表
は
全
て
中
国
人
で
あ
り
、
特
に
Ｅ
Ｆ
、

Ｗ
Ｒ
Ｉ
、
Ｎ
Ｒ
Ｄ
Ｃ
の
代
表
は
中
国
政
府
関
係

者
（
元
生
態
環
境
部
職
員
等
）
が
務
め
て
い
る
。

例
え
ば
Ｗ
Ｒ
Ｉ
の
中
国
事
務
所
は
０
８
年
に
設

立
さ
れ
、
２
１
年
３
月
末
現
在
の
職
員
37
名
の

う
ち
2
名
の
外
国
籍
職
員
を
除
け
ば
全
員
中
国

籍
で
あ
り
、
そ
の
給
与
や
活
動
経
費
は
全
て
米

国
の
Ｗ
Ｒ
Ｉ
よ
り
支
払
わ
れ
て
い
る
。
な
お
、

境
外
Ｎ
Ｇ
Ｏ
管
理
法
の
規
定
に
よ
り
中
国
国
内

企
業
が
Ｗ
Ｒ
Ｉ
に
寄
付
す
る
こ
と
は
で
き
な

い（
（1
（

。
米
中
は
外
交
上
の
対
立
点
も
あ
る
が
、
ト

表 （　中国における気候変動関連目標の推移

出所：国際会議における演説，中国のNDC，５カ年規画より作成，ただし�*1-4�の時点及び出所は以下のとおり。

　　　�*1　2021年６月４日，生態環境部情報としてCCTV報道。　*2　2019年実績：2020年10月，国家発展改革委「10月定例記者会見」にて孟瑋報

道官発言。　*3　2019年実績。　*4　2018年実績：2019年11月，生態環境部「中国応対気候変化的政策与行動2019」。

国際的発信の場

2009年9月
国連気候変動サミット

2014年11月
米中気候変動共同声明

2020年9月
国連総会

2009年12月 COP15  2015年6月 NDC 2020年12月 気候野心サミット
2020年目標 2030年目標 2030年目標

CO2 排出量 2030年前後にピークアウト
ピークを早めるよう最善の努力

2030年前にピークアウト
2060年前にカーボンニュートラル

一次エネルギー消費に占める
非化石エネルギー比率（％） 約15 約20 約25

単位 GDP 当たり CO2 排出量
（％、2005 年比） −40〜45 −60〜65 −65以上

森林蓄積量（億㎥，2005年比） ＋13 ＋45 ＋60
風力及び太陽光発電の総設備
容量（億 kW） 12

5カ年規画
第11次5カ年規画 第12次5カ年規画 第13次5カ年規画 第14次5カ年規画
（2006−2010） （2011−2015） （2016−2020） （2021−2025）

2005年実績 2010年目標 2010年実績 2015年目標 2015年実績 2020年目標 2020年実績 2025年目標
一次エネルギー消費に占める
非化石エネルギー比率（％） 8.3 11.4 12 15 15.9 *1 約20

単位GDP当たりエネルギー使用量（％） −20　 −19.1　 −16　 −18.2　 −15　 −13.2 *2 −13.5　
単位GDP当たりCO2排出量（％） −17　 −20　 −18　 −18.8 *1 −18　
森林被覆率（％） 18.2 20 20.36 21.66 21.66 23.04 23.2 *3 24.1
森林蓄積量（億㎥） 137 143 151 165 175.6 *4
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●
注

1 

１
５
年
の
提
出
時
は
「
自
国
が
決
定
す
る
貢
献
」

（IN
D

C

：Intended N
ationally D

eterm
ined 

Contributions

）
で
あ
っ
た
が
パ
リ
協
定
締
結
後
は

N
D

C

と
し
て
扱
わ
れ
る
。
中
国
語
で
は
Ｉ
Ｎ
Ｄ
Ｃ
、
Ｎ

Ｄ
Ｃ
の
い
ず
れ
も
「
国
家
自
主
貢
献
」
と
訳
さ
れ
る
。

2 

１
６
年
10
月
に
ル
ワ
ン
ダ
・
キ
ガ
リ
で
開
催
さ
れ
た
モ

ン
ト
リ
オ
ー
ル
議
定
書
第
28
回
締
約
国
会
議
に
お
い
て
、

温
室
効
果
ガ
ス
で
あ
る
代
替
フ
ロ
ン
を
新
た
に
議
定
書

の
規
制
対
象
と
す
る
改
正
案
が
採
択
さ
れ
た
。

3 

Ｃ
Ｏ
２
以
外
の
温
室
効
果
ガ
ス
と
し
て
メ
タ
ン
（
Ｃ 

Ｈ
４
）、
一
酸
化
二
窒
素
（
Ｎ
２
Ｏ
）
等
が
あ
り
、
発
生

源
に
は
農
地
、
家
畜
の
腸
内
発
酵
ガ
ス
、
畜
産
廃
棄
物

等
が
あ
る
。
研
究
報
告
に
よ
れ
ば
農
業
分
野
の
Ｃ
Ｏ
２

以
外
の
温
室
効
果
ガ
ス
は
１
５
年
時
点
で
約
4
割
を
占

め
る
。
ま
た
Ｃ
Ｈ
４
、
Ｎ
２
Ｏ
と
も
５
０
年
時
点
で
約

40
％
は
削
減
可
能
と
見
込
め
る
が
、
こ
の
割
合
を
超
え

る
と
削
減
コ
ス
ト
が
急
上
昇
す
る
と
指
摘
し
て
い
る
。

4 “The Secret O
rigins of China’s 40-Y

ear Plan 
to End Carbon Em

issions” , Bloom
berg, 

２
０

２
０
年
11
月
23
日
（
最
終
閲
覧
日
２
０
２
１
年
７
月
5

日
）。〈https://w

w
w

.bnnbloom
berg.ca/the-

secret-origins-of-china-s-40-year-plan-to-
end-carbon-em

issions-1.1526275

〉

5 

染
野
憲
治
「
中
国
の
気
候
変
動
政
策
と
低
炭
素
経
済
戦

略
」、
霞
山
会
『
東
亜
』、
№
５
１
７
、
２
０
１
０
年
７

月
、 

92

－

１
０
２
頁
。

6 

「
中
国
長
期
低
炭
素
発
展
戦
略
及
び
転
換
ル
ー
ト
研
究
」

総
合
報
告
で
も
３
５
年
の
社
会
主
義
現
代
化
の
基
本
的

実
現
、
５
０
年
の
社
会
主
義
現
代
化
強
国
の
建
設
の
た

め
に
グ
リ
ー
ン
、
低
炭
素
な
転
換
発
展
が
根
本
的
解
決

の
道
で
あ
る
と
書
か
れ
て
い
る
。
前
述
のBloom

berg

の
記
事
で
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
気
候
変
動
問
題
を
中
国

政
府
の
政
策
に
翻
訳
す
る
に
は
、
1
つ
は
共
産
党
の
ス

ロ
ー
ガ
ン
、
も
う
1
つ
は
国
際
気
候
変
動
交
渉
の
テ
ク

ニ
カ
ル
タ
ー
ム
に
堪
能
で
あ
る
こ
と
が
必
要
と
述
べ
て

お
り
、
筆
者
も
こ
れ
に
賛
同
す
る
。

7 

国
内
の
気
候
変
動
対
策
と
他
国
の
気
候
変
動
対
策
と
の

強
度
の
差
異
に
起
因
す
る
競
争
上
の
不
公
平
を
防
止
し
、

炭
素
リ
ー
ケ
ー
ジ
（
対
策
強
度
が
低
い
地
域
へ
の
企
業

転
出
等
に
よ
る
排
出
増
加
）
が
生
じ
る
こ
と
を
防
止
す

る
た
め
輸
入
品
に
対
し
炭
素
排
出
量
に
応
じ
た
関
税
等

の
負
担
や
輸
出
品
に
対
し
負
担
分
の
還
付
を
行
う
制
度
。

8 

中
国
生
態
環
境
部
「
第
三
十
次
〝
基
礎
四
国
〟
気
候
変

化
部
長
級
会
議
連
合
声
明
」
２
０
２
１
年
４
月
8
日
（
最

終
閲
覧
日
：
２
０
２
１
年
７
月
5
日
）。〈http://

w
w

w
.m

ee.gov.cn/xxgk2018/xxgk/xxgk15 
/202104/t20210419_829379.htm

l

〉. 

な
お
、
基
礎

四
国
（
Ｂ
Ａ
Ｓ
Ｉ
Ｃ
）
は
ブ
ラ
ジ
ル
、
南
ア
フ
リ
カ
共

和
国
、
イ
ン
ド
、
中
国
。

9 

「
周
小
川
：
邁
向
〝
炭
中
和
〟
過
程
中
的
両
個
機
制
議

題
」、
第
一
財
経
、 

２
０
２
１
年
６
月
11
日
（
最
終
閲
覧

日
：
２
０
２
１
年
７
月
5
日
）。〈https://w

w
w

.yi 
cai.com

/new
s/101080288.htm

l

〉

10 

２
１
年
３
月
、
Ｗ
Ｒ
Ｉ
で
の
筆
者
ヒ
ア
リ
ン
グ
結
果
。
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「
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、
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０
０
問
」
人
民
日
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版
社
（
２
０
２
１
）

「
解
振
華
：
譲
気
候
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倒
逼
改
革
」『
財
新
新
世
紀
週
刊
』 

２
０
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４
年
第
45
期
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月
24
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、40

－

50
頁
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ラ
ッ
ク
2
で
の
米
中
交
流
は
継
続
し
て
い
る
こ

と
が
分
か
る
。
Ｅ
Ｕ
や
ド
イ
ツ
等
も
対
中
環
境

協
力
を
継
続
し
て
お
り
、
二
国
間
チ
ャ
ネ
ル
を

残
し
て
い
る
。
３
０
６
０
目
標
を
見
直
す
に
は

科
学
的
根
拠
が
必
要
条
件
で
あ
り
、
こ
の
よ
う

な
チ
ャ
ネ
ル
で
国
内
外
の
専
門
家
に
よ
る
科
学

的
実
証
や
意
見
交
換
を
行
う
こ
と
は
重
要
な
意

味
を
持
つ
。

　
さ
ら
に
、
中
国
が
目
標
を
見
直
す
際
の
条
件

と
し
て
、
他
国
が
ど
の
よ
う
な
目
標
を
立
て
、

実
施
し
て
い
る
か
も
重
要
な
要
素
で
あ
る
。
解

氏
は
１
４
年
の
米
中
の
目
標
設
定
は
各
々
で
決

定
し
た
も
の
で
、
交
渉
中
に
互
い
の
目
標
を
交

渉
し
な
い
が
、
他
方
で
そ
れ
を
全
く
話
さ
な
い

こ
と
は
本
質
的
に
不
可
能
で
あ
り
双
方
は
お
互

い
の
目
標
に
注
意
を
払
う
と
述
べ
て
い
る
。
中

国
が
目
標
を
見
直
す
に
は
、
主
要
国
が
石
炭
火

力
発
電
へ
の
対
応
な
ど
で
中
国
の
水
準
以
上
の

取
り
組
み
を
行
う
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。
そ

の
よ
う
な
作
業
を
重
ね
た
上
で
政
治
や
外
交
条

件
が
整
う
タ
イ
ミ
ン
グ
、
最
も
早
け
れ
ば
次
期

15
次
5
カ
年
期
間
を
見
据
え
た
検
討
が
現
実
的

に
考
え
ら
れ
る
シ
ナ
リ
オ
で
あ
ろ
う
。
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